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ごあいさつ
海洋に関するさまざまな出来事や活動を「海洋の総合的管理と持続可能な利用」の視点に

たって分野横断的に整理・考察し、国内外の海洋の諸問題への総合的・横断的な取組みに資

することを目指して発行している『海洋白書』を今年もお届けします。2004年に創刊し、今

回で19冊目となります。

昨年に引き続きコロナ禍の1年になりましたが、国際社会での海洋問題に関する議論は、

欧米を中心にすでに再開しつつあります。2021年秋に英国で開催された国連気候変動枠組条

約の COP26を皮切りに、2022年の2月～3月には、「One Ocean Summit」（フランス）や

「国連環境総会」（UNEA5．2）などの重要な会議が対面で開催されました。また、2022年6

月には第2回国連海洋会議が予定されています。そこで巻頭では、これらの国際的な議論を

リードする国連事務総長海洋特使のピーター・トムソン氏へのインタビュー記事を掲載しま

した。記事でも触れられているように、海洋問題への対策は待ったなしであり、「これから

の10年」の取組みがとても重要となります。そして、巻頭インタビューに続く第1章では、

「これからの10年」の となる気候変動問題への対策を、第2章では生物多様性問題や海洋

プラスチック問題に関する国内外の動向を取り上げて考察しました。また、2021年5月に東

京で開催された北極科学大臣会合を受けて、北極の課題についても紹介しています。

一方で、2022年度に第4期海洋基本計画の議論が本格化するわが国では、海洋産業の振興

や海洋の安全の問題も重要な課題となります。そこで、第3章は海洋産業の振興を、第4章

は海洋の安全について取り上げました。また、それらの基盤となる人材育成に関する取組み

を第5章で紹介しています。さらに、東京2020オリンピック・パラリンピック大会を受けた

海洋スポーツの特集記事を第1部の最後に、海洋教育の現場や家庭で「海」を一覧できるポ

スターを巻末に差し込むなど、今回の『海洋白書』でも、新たな工夫をしました。

今般の、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻は、日本周辺の海洋安全保障を考えると決

して他人事ではありません。また、ロシアが議長国を務める北極評議会の議論が停滞するな

ど、この問題は、国際的な海洋に関わる議論にも影を落としています。来年の『海洋白書2023』

は20冊目を迎える記念号となります。20年間の国内外の海洋政策の状況を振り返りつつ、こ

のような新たな課題も、引き続き取り上げて参りたいと思います。

最後になりましたが、『海洋白書2022』が、皆さまの海洋に対する関心を喚起し、海洋を

愛し、海洋について考え、取り組む多くの人びとに最新の情報・知識と示唆を提供すること

ができればこれに勝る喜びはありません。

2022年3月

笹川平和財団理事長 角 南 篤
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